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緒言

序

条文の解釈

第１部：社会経済的不平等

第２部：重要な概念（以上、５４巻１・２号）

第３部：サービスと公務

第４部：施設

第５部：労働（以上、５４巻３号）

第６部：教育

第７部：団体

第８部：禁止行為：附随

第９部：執行（以上、５４巻４号）

第１０部：契約等

第１１部：平等の進捗

第１２部：障害者：交通機関

第１３部：障害：その他（以上、５５巻１号）

第１４部：一般的例外

第１５部：家族の財産

第１６部：一般とその他

附則１：障害：補足規定

附則２：サービスと公務：合理的調整

附則３：サービスと公務：例外

１６１



附則４：施設：合理的調整（以上、５５巻２号）

附則５：施設：例外

附則６：役職保持者：排除される役職

附則７：条件の平等：例外

附則８：労働：合理的調整

附則９：労働：例外

附則１０：障害を持つ生徒のアクセス性（以上、本号）

附則５：施設：例外

効果

７７４ 本附則は、法第４部の施設規定に含まれる差別とハラスメント禁止の限

られた例外を定める。

７７５ 財産を所有し住んでいる者が、不動産業者のサービスを利用するまたは

広告を出すことをしないで財産の全部または一部を私的に処分する場合（た

とえば売却、賃貸または転貸により）に最初の例外が適用される。

７７６ この例外は、施設の処分における人種差別には適用されない。施設の処

分の許可に関する差別が宗教・信条または性的傾向に基づく場合にのみこの

例外はそれに適用される。

７７７ この例外はさらに、次の場合に賃貸施設の管理者（法３６条に定義される）

に合理的調整を行う義務を適用免除する。

・施設が賃貸された場合、その施設が管理者の主たるまたは唯一の自宅であ

り（またはあった）、施設の賃貸以来管理者が支配人のサービスを利用して

いない場合（２条１項）。

・施設が賃貸される場合、その施設が管理者の主たるまたは唯一の自宅であ

り、賃貸目的で不動産業者のサービスを管理者が利用していない場合（２

条３項）。

７７８ 第２の例外は、小規模施設の一部の処分、管理または占有に適用される。

問題の行為に従事する者、またはその者の親族がその施設の別の部分に住み、
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その施設が、彼らの世帯の一部ではないその他の人々と共有される便宜を含

む場合にそれは適用される。

７７９ 施設の処分または処分の許可を与える際もしくは施設の管理における人

種差別にこの例外は適用されない。

７８０ 施設が小規模で、施設の管理者または共有部分に関する責任者（法３６条

に定義される）もしくはその者の親族が施設の一部分に住み、その者の世帯

構成員ではない居住者が施設の別の部分に住む場合、小規模施設の例外はさ

らに、その者に合理的調整を行う義務を適用免除する。３条における「小規

模施設」と「親族」の定義が適用される。

７８１ ５条は、閣内大臣が小規模施設の例外を改正または廃止する権限を含む。

背景

７８２ 本附則は、従前の立法の類似の規定を置き換える。

例

・自宅の所有者は、彼女が自分の共同住宅を私的に売却することを準備する

ことを知らしめる。職場の同僚がそれの購入に関心を表明するが彼が黒人

であることを理由に彼女は彼に売却することを拒否する。その拒否は、こ

の例外により対象とされないので、違法になる。

・自宅の所有者は、彼が自分の住宅を私的に売却することを希望することを

社会的に知らしめる。多様な将来の買い手が到来し、自宅の所有者は、同

僚のキリスト教徒に売却することを選ぶ。その他の将来の買い手は彼らが

差別されたと訴えることはできない。なぜならば、自宅所有者の行動はこ

の例外により対象とされたから。

・独身の女性がロンドンの大規模な住宅を所有し、最上階に住むが、浴室と

便所は２階にある。１階は占有されていないので、浴室と便所を共有する

間借り人を置くことを彼女は決める。多様な将来の賃借人が申請するが彼

女は別の女性に１階を賃貸することのみを選択する。これは、この例外の

下で許容されることができる。

・ユダヤ教徒の家族は大規模な住宅を所有するがそれの一部のみに住む。彼
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らは未占有の階を賃貸することを決めるが新しい賃借人は台所と調理器具

を共有しなければならない。別段彼らのユダヤの律法に従った食事を維持

するための器具が傷つけられることを彼らが懸念するので家族は熱心なユ

ダヤ教徒に未占有の階を賃貸することのみを選択する。これは、この例外

の下で許容されることができる。

附則６：役職保持者：排除される役職

効果

７８３ 本附則は、法の第５部で与えられる保護のその他の形態の１つにより役

職保持者が保護される場合―雇用、下請労働、（就労経験に関係する）雇用紹

介業、パートナーシップ、有限責任パートナーシップ、バリスタおよびアド

ボケイト―において、役職またはポストは、法の属人的役職または公職とみ

なされないことを規定する。本附則はまた、政治的役職、一代爵位、国王に

より付与されるその他の尊厳または名誉は、法の目的のための属人的役職ま

たは公職ではないと規定する。

背景

７８４ 本附則は、従前の立法の類似の規定を置き換える。名誉と尊厳の付与は、

法の目的のための公務とみなされ、１９７６年人種関係法のみに従前存在した特

定の規定は、複製されない。名誉と尊厳に関する公的機関の活動も、公的部

門の平等義務に服することになる。

例

・公的機関のコミッショナーに任命された者は、被用者と役職保持者の双方

になる。そのような者は、その使用者に対して３９条の雇用規定の下で保護

され、その者そして、または関係する者を任命した者に対して４９条または

５０条および５１条の役職保持者の規定の下で保護される。
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附則７：条件の平等：例外

第１部：労働条件

女性の雇用を規制する法の遵守等

７８５ 本附則の第１部は、性平等条項または出産平等条項の運用の例外を定め

る。同部は、女性の雇用を規制する法により統轄される雇用、任命またはサー

ビスのいかなる条件にもそのような条項は影響を及ぼさないと規定する。主

に安全衛生のために、これらのうちの少数が残る。妊娠または出生に関係し

て女性に特別待遇を与える条件にも性平等条項は影響を及ぼさない。

背景

７８６ 本附則は、１９７０年同一賃金法の類似の規定を置き換える。

第２部：職域年金制度

効果

７８７ 本附則の第２部は、職域年金制度に関して性平等準則が影響を及ぼさな

い特定の事情を定める。

７８８ 第２部は、男性と女性が権利を有する退職給付の相違のみを差異が理由

とする場合、所定の事情において、比較可能な男女に対する異なる金額の支

給を認める。職域年金制度への使用者の拠出の算定への所定の年金数理の要

素の適用からそのような差異が生じる場合、同部は、異なる金額の支給を認

める。特定の所定の給付の決定に年金数理の要素が適用された場合にも、同

部は、異なる金額の支給を認める。

７８９ 第２部はまた、これらの事情を変更するまたは付加する規則制定権限を

含む。規則は、過去の期間について規定を定めることができるが、１９９０年５

月１７日前の年金支給対象勤続については定めることはできない。

背景

７９０ この部は、１９９５年年金法６４条の類似の規定を置き換える。
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附則８：労働：合理的調整

効果

７９１ 本附則は、２０条の合理的調整を行う義務が使用者または法第５部の下で

その他の者にどのように適用されるかを説明する。本附則は、「関係する」障

害を持つ被用者または求職者が障害者ではない被用者または求職者と比較し

て実質的不利益を受ける場合、適用されるその義務の３つの要件を定める。

その義務は「関係する」障害を持つ被用者または求職者に対して負われるの

で、それは予測的義務ではなく、潜在的な障害を持つ被用者または求職者の

ニーズを予測して実際に障害を持つ被用者または求職者を採用する前に合理

的調整を行うことを使用者は要求されないことを意味する。

７９２ 表は、「関係する事項」の様々なカテゴリーとその義務がそれぞれの場

合に適用される事情に関して関係する障害者である者を定める。これらの表

は、労働に関する多くの分野においてその義務がどのように適用されるかを

とらえる。たとえば資格付与団体と職業組織に。障害を持つメンバーに関し

てその義務が地方機関にどのように適用されるかについて追加の詳細が定め

られることを可能にする規則制定権限がある。

７９３ 本附則はさらに、障害者の障害についてまたは障害者が求職者であるこ

との知識を欠くことがその義務が適用されないことを意味する事情を定める。

背景

７９４ 本附則は、１９９５年障害者差別禁止法の類似の規定を置き換える。補助的

援助が障害者の実質的不利益を克服する場合、合理的調整を行う義務は、補

助的援助を提供する要件を含むことを本附則は従前の立法よりもいっそう明

確に規定する。

例

・使用者は、上腕の動きが制限された新しい被用者のために特別に適応され

た家具を提供する。これは、使用者が行う合理的調整になりそうである。

・大規模使用者は、規則的に大多数の申請を惹きつけるポストを募集してい

る。同使用者は、職に応募するあらゆる視覚損傷者が利用できる大きな活
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字の様式を準備する。これは、使用者が行う合理的調整になりそうである。

附則９：労働：例外

第１部：職業上の要件

７９５ 本附則の第１部は、特定の種類の労働のための要件に関係する。

一般：１条

効果

７９６ 本条は、別段労働に関して違法な直接差別になるものの一般的例外を規

定する。特定の性、人種、障害、宗教・信条、性的傾向または年齢であるこ

と、もしくは性転換者、既婚者またはシビル・パートナーではないことが、

労働のための要件であり、その要件が適用されるものがそれを満たさない（ま

たは、性の場合を除いて、その要件を適用した者の合理的な満足までそれを

満たさない）場合にその例外は適用される。その要件は、そのポストにとっ

て決定的に重要でなければならず、幾つかの重要な要素の１つにすぎないも

のではない。それはまた、虚偽または口実であってはならない。さらに、そ

の要件を適用することは、正当な目的を達成するために釣り合いが取れてい

なければならない。

７９７ その例外は、下請労働、パートナー、有限責任パートナーに関して使用

者、本人（４１条に定義される）によりそして役職保持者を任命または解任す

るもしくは公職への任命を勧告する権限を有する者により利用されることが

できる。

背景

７９８ 本条は、現行の差別禁止立法の職業上の要件のための例外の効果を複製

し、障害に関してそして性、ジェンダー再配置、皮膚の色ならびに国籍に関

する職業的資格のための現行の例外を置き換える新しい例外を創設する。本

条は、その要件は正当な目的を追求しなければならないことと例外が適用さ

れることの証明責任はそれに依拠することを求める者にあることを明確にす

ることにおいて、職業上の要件のための現行の例外と異なる。
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例

・真正またはリアリズムの必要は、役割を演じること（たとえば、オセロの

役を演じる黒人男性）またはモデルの職業のために特定の人種、性または

年齢の者を要求する。

・プライバシーまたは品位の考慮は、公衆用の更衣室または公衆便所の作業

員がその施設を利用する者と同性であることを要求する。

・聾者のための組織は、その最初のまたは優先される言語がイギリス手話で

あるその他の聾者のカウンセラーとして働くためにイギリス手話を使用す

る聾者を適法に雇用する。

・失業しているイスラム教徒の女性は、サービスが男性により提供される場

合、就職先を見つけることを援助する出先機関の労働者のサービスを利用

しない。

・レイプの被害者とともに働くカウンセラーは、被害者をさらに苦しめるこ

とを避けるために、女性でなければならず、たとえジェンダーの認証証明

を有するとしても、性転換者であってはならない。

性、婚姻等、性的傾向に関する宗教上の要件：２条

効果

７９９ この所定の例外は、非常に狭い範囲の雇用を対象とすることを目的とす

る組織された宗教の目的のための雇用に適用される。すなわち、聖職者と宗

教を普及し代表するために存在する者を含む少数の非聖職者のポスト。雇用

が組織された宗教の目的のためである場合、以下の場合にのみ、特定の性で

あることまたは性転換者ではないという要件を適用することあるいは被用者

の婚姻またはシビル・パートナーシップの地位もしくは性的傾向に関する要

件を設けることを本条は使用者に認める。

・問題の要件を満たす者を任命することが宗教の教義を遵守する釣り合いの

取れた方法であること。

・雇用の性質または文脈を理由に、その要件を満たす者を雇用することが有

意の数のその宗教の信者が強く抱く宗教的信念との衝突を回避する釣り合
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いの取れた方法であること。

８００ その要件は、そのポストにとって決定的に重要でなければならず、幾つ

かの重要な要素の１つにすぎないものではない。それはまた、虚偽または口

実であってはならない。その要件を適用することは、上記７８６で述べられた２

つの規準のいずれかを満たす釣り合いが取れた方法でなければならない。

８０１ 資格が組織された宗教の目的のための雇用のためであり上記７８６で述べ

られた規準のいずれかが満たされる場合、関係する資格（５４条の意味内の）

に関してその要件は資格付与団体によっても適用されることができる。

背景

８０２ この例外は、従前の差別禁止法に含まれた例外を置き換えて調和させる。

例

・カトリックの僧侶は男性で未婚であるという要件にこの例外は適用される。

・主としてスポーツ活動を組織する教会の若い労働者は、彼がゲイである場

合は独身であるという要件をこの例外は認めることにはならないが、その

若い労働者が主に聖書の教室を教える場合にはこの例外は適用される。

・教会の会計係がゲイである場合に彼は独身であるという要件にこの例外は

適用されない。

宗教・信条に関係するその他の要件：３条

効果

８０３ 本条は、特定の宗教・信条であることの要件を適用することにより労働

に関して差別することを宗教・信条に基づく風潮を有する使用者に認めるが、

その風潮を尊重することが以下の場合に限られる。

・その宗教・信条であることが労働のための要件である（この要件は、虚偽

または口実であってはならない）。

・その要件を適用することが正当な目的を達成するために釣り合いが取れて

いる。

８０４ 組織の創設規約のような証拠に照らして使用者が宗教・信条に基づく風

潮を有することを証明するのは使用者である。
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背景

８０５ 本条は、現行立法の規定の効果を複製することを目的とする。

例

・宗教組織は、その組織の長のポストの申請者をその信条を信奉する者に制

限することを希望する。これは、その組織を任される者は、その宗教の教

義の深遠な理解を持たなければならないことがその組織を正確に代表する

ことであると考えられるからである。この種の差別は、適法になりうる。

しかしながら、運営ポストのようなこの種の深遠な理解を要求しないその

他のポストは、その宗教・信条と無関係に全員に開かれるべきである。

軍隊：４条

効果

８０６ 軍隊の戦闘効率を保障するための釣り合いの取れた方法である場合、女

性と性転換者を軍隊の兵役から排除することを本条は認める。

８０７ 本条はまた、障害と年齢に関する法の労働の規定を軍隊に適用免除する。

背景

８０８ 本条は、従前の立法の軍隊のための適用免除の効果を複製するが、以前

の戦闘効率性の範囲を狭める結果、採用と訓練・昇進・異動の機会のアクセ

スに関する直接差別にのみこれは適用される。

例

・故意に接近し対面で敵を殺害することを兵隊に要求する地上の接近戦闘任

務のみが男性に限定される。したがって、女性と性転換者は、現行では、

海軍総予備隊、近衛騎兵隊と機甲部隊、海兵隊と空軍連隊から排除される。

職業紹介：５条

効果

８０９ 特定の保護される特徴を持つことが職業上の要件である労働またはその

ような労働のための訓練に取扱いが関係する場合、職業紹介業者がその特徴

を持つ者にサービスを制限することを本条は適法とする。

８１０ その特定の特徴を持つことが職業上の要件である問題の労働を提供する
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ことができる者からの言明に合理的に依拠することができたことを証明する

ことにより、職業紹介業者は、その例外に依拠することができる。しかしな

がら、そのような者が虚偽または誤りであることを知っている種類の言明を

行うことは、犯罪である。

背景

８１１ 本条は、従前の立法の規定の効果を複製することを目的とする。

例

・訓練を受ける者がカトリックの僧侶であることを排他的に要求されるカト

リックの神学訓練課程の提供者は、その課程へのアクセスをカトリック信

者に制限することができる。なぜならば、職業上の要件によりその提供が

カトリック信者に制限することができる労働にその訓練は関係するから。

解釈：６条

効果

８１２ 本条は、本附則の第１部の目的のための「労働」を定義し、この部での

例外は、採用、昇進の機会、異動または訓練、もしくは（性差別の場合を除

いて）解雇における直接差別に関してのみ適用可能であることを規定する。

これらの例外のいずれも、間接差別またはハラスメントを正当化するために

利用することはできない。

第２部：年齢に関する例外

定年退職：８条

効果

８１３ 年齢差別ならびに、または不公正解雇とみなされることなく、６５歳以上

の被用者を定年退職を理由に使用者が解雇することを本条は認める。しかし

ながら、被用者が６５歳を超えて適用されることができる通常定年退職年齢を

持つところでは、被用者がその通常定年退職年齢に達する前に定年退職を理

由に解雇される場合には、これは、年齢差別ならびに、または不公正解雇に

なりうる。

８１４ １９９６年雇用権利法２３０条１項の意味内の被用者、王室職員および貴族院と
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庶民院の職員にのみこの例外は適用される。２００６年雇用平等（年齢）規則

（「２００６年規則」）の附則８により改正されて本条が施行される際に改正が有効

のままである１９９６年雇用権利法第１０部の不公正解雇規定の改正と、本条は密

接に読まれる必要がある。

８１５ ８条３項の下で１９９６年雇用権利法第１０部による解雇理由である場合にの

み、定年退職は解雇理由である。有効のままである２００６年規則の附則６は、

２００６年規則の附則８により１９９６年雇用権利法第１０部に挿入された条文の下で解

雇理由が定年退職になるために、そしてその解雇が公正になるために、使用

者により遵守される必要がある手続を定める。

背景

８１６ ８条は、２００６年規則の附則６と８の規定とともに、２００６年規則３０条によ

り従前規定された定年退職のための例外を維持する。

８１７ ２００６年規則が施行される前に、定年退職の概念は法的に定義されなかっ

た。被用者が６５歳または被用者の通常定年退職年齢を過ぎた場合、被用者は

不公正解雇を訴える権利を有しなかった。被用者が通常定年退職年齢または

６５歳に達したならば、被用者を強制的に定年退職させることができた。不公

正解雇を訴える権利のこの年齢制限の削除は、２００６年規則により削除された。

８１８ 強制的定年退職年齢は、直接年齢差別の形態である。定年退職年齢が６５

歳（または６５歳を過ぎる場合に被用者の通常定年退職年齢）未満である場合

に、それは客観的に正当化される必要がある。

８１９ ６５歳以上の定年退職年齢のためのこの例外は、社会政策の正当な目的に

より正当化される理事会指令２０００／７８／EC（「指令」）６条１項に含まれる適用

免除に該当する、と政府は考える。

８２０ この規定は２０１０年中に見直されている。その見直しの結果の何らかの変

更が２０１１年中に実施されることが予定されている。

例

・被用者は６５歳に達した。彼の使用者は、解雇理由が定年退職とみなされる

ための正しい手続に従った。彼は、定年退職の理由により解雇される。こ
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れは、直接年齢差別ではない。

・使用者は、被用者に通知することにより彼女の６５歳の誕生日に被用者を解

雇するが、正しい手続に従わない。これは、直接年齢差別である。

定年退職年齢のまたはそれに近い応募者：９条

効果

８２１ 本条の結果として、人の使用者に対する応募時に、その者が使用者の通

常の定年退職年齢を過ぎているまたは使用者が通常の定年退職年齢を持たな

い場合にその者が６５歳を過ぎている場合、使用者がその者に対し雇用を提供

しないことを決定することは違法な差別ではない。

８２２ 雇用の応募から６か月以内に応募者が使用者の通常定年退職年齢または

６５歳（使用者が通常の定年退職年齢を持たない場合）に達する場合に、雇用

を提供することを拒否することも違法ではない。

８２３ これらの理由により、使用者の通常定年退職年齢は、６５歳以上でなけれ

ばならず、（２００６年規則の附則８により挿入された）１９９６年雇用権利法９８ZH

条で与えられるのと同じ意味を持つ。

８２４ ９条が適用される被用者は、８条（定年退職のための例外）が適用され

る被用者と同じグループである。すなわち、１９９６年雇用権利法２３０条１項の意

味内の被用者、王室職員および貴族院と庶民院の職員である。

背景

８２５ ９条は、２００６年規則７条４項で従前に規定された例外を維持する。

８２６ 差別しないことの要求からのこの排除のための理由付けは、８条（定年

退職のための例外）のための理由付けに由来する。使用者が将来の被用者を

雇用することになる場合、その者を任命から６か月以内に定年退職させるこ

とができる（そうすることは差別することにならないで）ときに、その者か

らの応募を受け取る時点で差別しないことを使用者に要求する瞬間はほとん

どない。

８２７ 任命規定も２０１０年中に見直されている。その見直しの結果の何らかの変

更が２０１１年中に実施されることが予定されている。
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例

・通常定年退職年齢がない組織での職に応募するときに応募者は６６歳である。

応募者の年齢に単に基づいて使用者が彼女の応募を拒否することは適法で

ある。

・７０歳の通常定年退職年齢を持つ組織で働くことに応募するときに応募者は

６９歳と８か月である。６か月以内に応募者が７０歳に達することを理由に、

使用者が彼の応募を拒否することは適法である。

勤続期間に基づく給付：１０条

効果

８２８ 比較対象者よりも勤続期間が少ない労働者に少ない給付を支給するまた

は提供することが年齢を理由とする間接差別を構成するはずである場合に、

そのような行為を使用者は正当化しなくてもよいことを本条は保障する。問

題の給付が５年以下の勤続期間に関して裁定された場合に、使用者は、絶対

的防御としてその例外に依拠することができる。

８２９ 勤続期間が５年を超える場合、給付を裁定するために使用者が勤続期間

を利用する方法がその企業の営業上の必要を満たすことが使用者に合理的に

見える場合にのみ、その例外は適用される。たとえば、労働者の一部または

全部の忠誠または意欲を奨励することもしくは経験に報いることにより。

８３０ それが１９９６年雇用権利法２１８条または同法１５５条の下で制定される命令の

ようなその他の法規の結果である場合、被用者の勤続期間を算定することに

おいて従前の勤務が考慮に入れられることを保障する規定を６項は含む。

８３１ ７項は、給付であるものを定義し人の労働の停止によってのみ支給され

る給付を明示的に除外する。

背景

８３２ 意図は、（２００６年雇用平等（年齢）規則の２００８年（改正）規則により改正

された）２００６年規則３２条の効果を複製することである。

８３３ 勤続に関係する給付を通して経験あるスタッフを惹きつけ、維持し報い

ることができる意味において、使用者が雇用計画を実施することを継続する
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ことを本条は可能にする。勤続に関係する退職手当は、使用者が支給するこ

とができる経験に対する報酬ではないので、使用者が退職する際の手当の水

準を正当化するためにこの例外を利用することはできない。したがって、剰

員整理手当は、別に処理される。

例

８３４ 使用者の賃金制度は、年間の昇格に伴う勤続連動賃金引き上げ、または

被用者が被用者給付制度のメンバーの権利を有する前に一定の期間が経過し

なければならないという要件を含む。その勤続連動賃金引き上げまたは給付

を得るためにかかる時間が５年以内であるまたは正当化することができる限

り、その例外は適用される。

８３５ 年次休暇の権利付与に関する使用者の条件は、１０年勤続後に付加的な５

日の休暇の権利を被用者が有すると規定する。そのような権利付与は、営業

上の必要を合理的に満たすとして正当化される必要がある。

全国最低賃金：若年労働者：１１条

効果

８３６ 本条は、１９９８年全国最低賃金法と１９９９年全国最低賃金規則（「１９９９年規

則」）に使用者がその賃金構造を基づかせることを認める。しかしながら、使

用者が全国最低賃金立法にその賃金構造を基づかせない場合には、使用者は

この例外に依拠することはできない。

８３７ 年齢差別を理由とする法的対抗の脅威なしに、全国最低賃金の発達等級

を利用することを使用者が継続することをこれは認める。

背景

８３８ 本条は、２００６年規則３１条の例外の効果を複製することを目的とする。

例

・１９９９年規則に定められる発達等級に基づく場合に、使用者が１６歳から２１歳に

成人に与えられるよりも低い率の最低賃金を支給することは適法である。

たとえば、２００９年／１０年の率に基づくと、

１６・１７歳 時間あたり３．５７ポンド
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１８ないし２１歳 時間あたり４．８３ポンド

・他方、２２歳以上の者のための全国最低賃金は、５．８０ポンドである。

・１９９９年規則により定められる額を支給するよりもむしろ、本条は、使用者

が発達等級に賃金表を基づかせることを認め、そこで、たとえば、１６・１７

歳に時間あたり４ポンド、１８ないし２１歳に時間あたり５ポンド、２２歳以上

に時間あたり６ポンドを使用者は支給することができる。

全国最低賃金：徒弟：１２条

効果

８３９ 本条は、徒弟を扱う。全国最低賃金の権利を有する徒弟（１９歳以上で徒

弟制度の初年にない徒弟）よりも全国最低賃金の権利を有しない徒弟（１９歳

未満または徒弟制度の初年にある徒弟）に使用者が賃金を少なく支給するこ

とを本条は可能にする。しかしながら、使用者が全国最低賃金立法にその賃

金構造を基づかせない場合には、使用者はこの例外に依拠することはできな

い。

背景

８４０ 本条は、２００６年規則３１条の例外の効果を複製することを目的とする。

例

・１９歳以上で徒弟制度の初年にない徒弟よりも低い率で１９歳未満または徒弟

制度の初年にある徒弟に使用者が賃金を支給することは適法である。たと

えば、２００９年／１０年の率に基づくと、

１８歳の徒弟は、最低賃金の権利を有しない。

徒弟制度の初年にある１９歳の徒弟は、最低賃金の権利を有しない。

徒弟制度の２年目にある１９歳の徒弟は、１８ないし２１歳のための全国最低賃

金率に基づく時間あたり４．８３ポンドの権利を有する。

・そこで、１８歳の徒弟と徒弟制度の初年にある１９歳の徒弟に時間あたり５ポ

ンドを支給することと徒弟制度の２年目にある１９歳の徒弟に時間あたり５．５

ポンドを支給することは適法である。
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剰員整理：１３条

効果

８４１ 本条は、１９９６年雇用権利法の第１１部に含まれる法定剰員整理手当制度を

反映するがいっそう寛容な条件を提供する剰員整理制度を使用者が提供する

ことを認める。

８４２ １９９６年雇用権利法（「ERA１９９６」）の第１１部の法定剰員整理制度は、剰員

整理において手当を支給することを使用者に要求し、その額は、被用者の年

齢、勤続期間および週給（上限に服する：ERA１９９６の附則２２７を見よ）に左右

される。法定剰員整理制度は、指令２０００／７８／EC６．１条の下で客観的に正当化

されるので、同指令の下で適法である。

８４３ ERA１９９６の第１１部に従って被用者に剰員整理手当を支給する使用者は、

それを正当化する必要はない。法定授権適用免除（附則２２）とこの規制は、

剰員整理手当が年齢に関係する規準を利用して算定されるとしても、使用者

は適法に行動していることを明らかにする。

８４４ しかし本条は、そのような使用者を目的にしない。この規定の主要な目

的は、剰員整理制度を法定制度に基づかせるが法定制度が要求する以上にいっ

そう寛容である使用者を援助することである。

背景

８４５ この例外は、２００６年規則３３条の現行の例外の効果を複製することを目的

とする。

例

・ERA１９９６の２２７条所定の最高限度額（現行３８０ポンド）よりもむしろ被用者

の実際の週給に基づいて増額された剰員整理手当を適格の被用者に使用者

は支給することができる。

・そこで被用者（P）、４５歳、１８年勤続、週あたり収入６００ポンドは、彼が４１歳

以上であった勤続各年について１週と半分の賃金、そして彼が２２歳以上で

あった勤続各年について１週の賃金を受け取ることになるので、Pは以下を

受け取ることになる：３×（１．５×６００ポンド）＋（１５×６００ポンド）＝１万１７００
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ポンド。

・ERA１９９６の１６２条に従って算定された増額された剰員整理手当を使用者は適

格の被用者に支給することができるが、勤続各年について適正な額を算定

した後で、１つよりもむしろ２つの複合を使用者は適用することができる。

そこで使用者は、１万１７００ポンドよりも２万３４００ポンドを Pに支給するこ

とができる。

・その代わりに、Pの手当に３８０ポンドの最高限度額を使用者は適用すること

ができるが、２つの複合を適用して以下をＰに支給することができる。２

×３×（１．５×３８０ポンド）＋（１５×３８０ポンド）＝２×（１７１０ポンド＋５７００ポンド）

＝１万４８２０ポンド。

生命保険：１４条

効果

８４６ 本条は、傷病を理由に早期退職しなければならない労働者に生命保険保

証を提供する使用者のための例外を規定する。

背景

８４７ 本条は、２００６年規則３４条の例外の効果を複製することを目的とする。

８４８ 生命保険保証は、通例６５歳（または別に、使用者の通常定年退職年齢）

未満の人々に関して提供される。そのような保証は、それより高齢の人々に

関して提供されない。なぜならば、死亡の増加の蓋然性により、提供するこ

とがよりいっそう高価になるからである。早期退職した者に対するそのよう

な保証の提供の「中断」を課すことが使用者がもはやできない、または客観

的に正当化しなければならず、換言すると使用者は単に「引き下げる」現実

的危険がある場合、使用者は誰に対してでも保証を提供することを停止する

ことになる。この例外は、その事態を回避することを目的とする。

例

・通常定年退職年齢を持たない使用者は、被用者が傷病により早期退職する

場合、被用者が６５歳に達するときに停止する生命保険保証を在職中の被用

者に提供する。これは、適法である。
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・７０歳の通常定年退職年齢を運用する使用者は、被用者が傷病により早期退

職する場合、被用者が７０歳に達するときに停止する生命保険保証を在職中

の被用者に提供する。これは、適法である。

育児：１５条

効果

８４９ 育児の提供に関係し特定の年齢グループの子どもにアクセスが制限され

る給付のために雇用およびその他の労働関係における年齢差別の禁止の例外

を本条は創設する。その例外は、実親のみならず、子どもに親としての責任

を負うその他の者にも適用される。

８５０ その例外は、１６歳以下の子どものための育児の提供に関係する給付を対

象とする。

背景

８５１ これは、新しい規定である。Coleman v Attrige Law and another（Case

C－３０３／０６）［２００８］ECRⅠ－５６０３の欧州司法裁判所の判決に従うと、被用者の

子どもの年齢を理由に使用者が被用者を不利益に取り扱うことは直接差別に

なり得る。したがって、アクセスが子どもの年齢に照らして制限される場合、

育児のような便宜の提供に潜在的な影響がある。

８５２ その他の被用者からの直接差別の対抗に曝されないで、子どもの年齢に

基づく育児の便宜を被用者に提供することを使用者が継続することをその例

外は認める。

例

・使用者は、被用者の２歳以下の子どものために保育所を、または５歳ない

し９歳の被用者の子どものみに開かれた休日のクラブを提供することにす

る。これらの例のそれぞれにおいて、所定の年齢グループに該当しない子

どもと被用者との関係を理由に使用者が被用者を差別することをその例外

は認める。

・育児の提供と密接な関係を持たない被用者給付にその例外は適用されない。

たとえば、特定の年齢グループの子どもを持つ被用者のみに使用者が食事
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券、ジムの会員権または社用車を提供する場合、これらの給付のどれも育

児を含まないので、その例外は適用されない。

・育児が含まれない場合、被用者の雇用の結果として付与されるが直接子ど

もに適用される給付にその例外は適用されない。たとえば、特定の年齢ま

での被用者の子どもに使用者は私有の医療を提供する、またはそのような

子どもによる使用者の事業の利用を提供する（たとえば、使用者が鉄道会

社の場合の無料鉄道切符）。

個人年金制度への拠出：１６条

効果

８５３ 本条は、差別禁止準則に違反しないで使用者が利用することができる個

人年金制度への使用者の拠出についての年齢に関する行為、行動または決定

を定める権限を閣内大臣に与える。

背景

８５４ 個人年金制度への使用者の拠出についての年齢に関する差別禁止準則の

例外は、従前は２００６年雇用平等（年齢）規則の附則２に定められた。

第３部：その他の例外

出産休暇中の女性への契約外の手当：１７条

効果

８５５ 使用者が応募者または出産休暇中の被用者に契約外の雇用条件の給付を

申し出ないまたは提供しないことを認める使用者により妊娠・出産差別の例

外を本条は定める。本条はまた、この例外により対象とされるものとされな

いものを説明する。

背景

８５６ 本条は、１９７５年性差別禁止法の規定の効果を複製することを目的とする。

本条は、７４条で契約条件について行われるものを賃金に関する契約外の雇用

条件について行う。

例

・裁量的ボーナスのための唯一の適格条件が、支給時に被用者が就労してい

島大法学第５５巻第４号１８０



なければならないことである場合に、出産休暇中の女性に使用者はそのボー

ナスを支給しないことになる。

・女性が出産休暇を取得した期間内の所定期間（過去１年のような）に労働

した時間について裁量的ボーナスが遡及支給になる場合、そのボーナスの

算定において女性が強制的出産休暇で費消した期間の一部を使用者は含め

なければならない。

婚姻上の地位に左右される給付：１８条

効果

８５７ 本条は、労働の分野における性的傾向を理由とする差別の禁止の所定の

例外に関係する。２００５年１２月５日（２００４年シビル・パートナーシップ法の施

行）前の勤続期間における婚姻上の地位による給付の提供にその例外関係す

る。その例外はまた、既婚者とシビル・パートナーに限られる給付に関係す

る。

背景

８５８ この例外は、２００３年雇用平等（性的傾向）規則２５条の効果を維持するこ

とを目的とする。

例

・婚姻上の地位により提供される雇用給付の例は、被用者の死亡において被

用者の配偶者に給付を支給するが、未婚の被用者のパートナーに同様には

補償しない職域年金制度である。

・生存する既婚ならびにシビル・パートナーのみに支給する制度は、間接的

に差別的になりうる。なぜならば、それは、ゲイのカップルに不利益を被

らせることになるからである。しかし、それは、この例外により認められ

る。

・生存する既婚のパートナーに支給する制度は、２００５年１２月５日（２００４年シビ

ル・パートナーシップ法の施行）後の被用者勤続に関して生存するシビル・

パートナーにも支給しなければならない。たとえ上記の日前の勤続期間に

既婚のパートナーのみに支給することにより（直接または間接に）差別す
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ることになるとしても、制度が上記のことをする限り、この例外は、それ

を認める。

公衆に対するサービス供給等：１９条

効果

８５９ 大部分公衆に対しサービスを供給する使用者は、そのようなサービスに

関する法の第５部の下の被用者による差別または見せしめの不利益取扱いの

訴えに責任を負わないことを本条は規定する。むしろ、そのようなサービス

に関して個人が差別または見せしめの不利益取扱いを受ける場合、第３部の

下で個人は、県裁判所に提訴することができる。他方、サービスがその他の

被用者に供給されたものとは異なり、雇用条件の下で供給される、またはサー

ビスが訓練を取り扱うことである場合、個人は、第５部の規定の違反により

雇用審判所に提訴することができる。これらの規定は、本人、企業、有限責

任パートナーシップおよび（属人的または公的役職保持者に関して）関係す

る者により供給されるサービスにも適用することができる。

背景

８６０ 本条は、従前の立法の類似の規定を置き換えることを目的とし、パート

ナーシップに拡張される。

例

・貸し切り自動車会社の被用者が、彼が黒人である理由で（一般公衆に適用

されるのと同じ条件で）会社の自動車１台の貸し切りを拒否される場合、

法の「労働」規定の下で雇用審判所よりもむしろ、法の「サービス」規定

の下で被用者は県裁判所に提訴しなければならない。

・同じ被用者の雇用契約が、（公衆は得ることはない）割引で彼は会社の自動

車を貸し切ることが認められると規定するが、彼がイスラム教徒である理

由で彼が会社の自動車１台の貸し切りを求める際に割引を拒否される場合、

その被用者は、３９条の下で差別の訴えを提起することができる。
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保険契約等：２０条

効果

８６１ 年金、生命保険方針、事故保険方針または危険の評価に関与する類似の

事項が雇用の分野で提供される場合に本条は適用される。保険数理その他の

信頼できるデータに照らして合理的である限り、男女、婚姻またはシビル・

パートナーシップの有無、妊娠または出産もしくはジェンダー再配置により

異なる割増または給付の支給を使用者が行うことを本条は認める。

背景

８６２ 本条は、１９７５年性差別禁止法の類似の例外を置き換えることを目的とす

る。保険または危険に関係する事項のための取扱いの相違が、信頼できる保

険数理その他のデータに照らして行われ、事情のすべてにおいてそれが合理

的である場合、本条はその相違を認める。

例

・使用者は、それに雇用されていることの結果としてグループ保険方針への

アクセスを利用できるようにする。その方針の下の給付の提供が法を遵守

することを保障する責任を負うのは、保険者ではなく、使用者である―附

則３の第５部２０条を見よ。これらのグループ方針へのアクセスを提供する

ことにおいて、使用者はこの例外を利用することができる。

附則１０：障害を持つ生徒のアクセス性

８６３ 本附則は、法８８条に定められる学校内の生徒のためのアクセス性の手配

を規定する。

効果

８６４ 学校の履修科目に対する障害を持つ生徒のアクセスを増やす、そのよう

な生徒のための物理的環境を改善する、そして彼らへの情報提供を改善する

書面によるアクセス性戦略を地方機関は準備しなければならない。生徒の障

害と彼らと彼らの親により表明された選択を考慮に入れる後で、戦略は地方

機関により実施されなければならない。戦略は定期的に見直され、必要とさ
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れる場合に改訂されるべきである。

８６５ 地方機関は、戦略の実施に適切な資源を割り当てる必要を尊重し、イン

グランドにおいて閣内大臣とウェールズにおいてウェールズの大臣により発

給される指針を利用しなければならない。

８６６ 障害を持つ生徒のための学校の履修科目に対する障害を持つ生徒のアク

セスを増やし、そのような生徒のために物理的環境を改善しそして彼らへの

情報提供を改善する書面によるアクセス性計画を学校は開発しなければなら

ない。生徒の障害と彼らと彼らの親により表明された選択を考慮に入れる後

で、計画は学校により実施されなければならない。計画は定期的に見直され、

必要とされる場合に改訂されるべきである。OFSTEDによる学校の検査は、

学校によるこれらの義務の履行を見ることができる。

８６７ 学校は、計画に適切な資源を割り当てる必要を尊重しなければならない。

８６８ イングランドにおいて国務大臣またはウェールズにおいてウェールズの

大臣が、維持学校または学園もしくは地方機関がこれらの義務を履行しなかっ

た、これらの義務に関して不合理的に行動したあるいは第一審審判所または

ウェールズ特別教育ニーズ審判所の命令を遵守しなかったと決定する場合、

大臣は義務の履行または命令の遵守について学校または地方機関に指示を与

えることができる。しかしながら、事件が地方コミッショナーに付託された

場合に学校が与えられた勧告を遵守した限り、事件が地方コミッショナーに

付託されたまたは付託されることができた場合にはイングランドにおいて国

務大臣は指示を発することができない。

８６９ ６条は、イングランドにおいて閣内大臣に、ウェールズにおいてウェー

ルズの大臣に教育ならびに給付、便宜またはサービスであるもののとないも

のを述べるために規則を制定する権限を与える。

背景

８７０ これらの規定は、１９９５年障害者差別禁止法の規定の効果を複製すること

を目的とし、学校と地方機関に学校のすべての側面を障害を持つ生徒にいっ

そうアクセスできるようにするための計画をたてることを要求する。とくに
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施設の物理的特徴に合理的調整を行う要件が学校に適用されないので。

例

・学校は、学校が書面によるアクセス性計画を開発することを援助するため

に障害を持つ生徒と彼らのニーズと要求について話し合う。計画は、傾斜

路といっそう容易にアクセスできる教室を設置すること、聴覚ループを設

置することそして回報を点字で作成することによる学校の物理的環境を改

善する戦略を含む。
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